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非支配持分(21の れん(以 下、非支配持分のれん)を も認識するといういわゆる全部のれ
ん方式(fullgoodwillmethod)力艇 案 されている。その後の両審議会の再審議においては非
支配持分を公正価値で測定す ることが提案 されてお り、当該提案によれば、非支配持分の
れんは、その公正価値か ら被取得企業1:31における識別可能純資産を控除 した残余として測
定 される(d)。さらに現在、非支配持分の測定方法については、FASBは公止価値測定のみ
の要求、IASBは識別可能純資産に持分比率 を乗 じる測定 と公正価値での測定 との選択の容
認(コ ス トベ ネ フィッ トの勘 酌に基づ く)を それ ぞれ暫定 的 に決定 してい る(IASB
2007h)。このように両審議会の暫定的な決定は変わ りつつあるものの、非支配持分を公正
価値で測定す ることによって非支配持分のれんを認識 しうるために、全部のれん方式は引
き続 き採用 されているようにみ られる。
しか しなが ら、企業結合公開草案に対するコメン トレターに代表 され るように、全部の
れん方式への反対は少なくない 〔51。これ らの反対意見の根拠の1つ に、親会社説によれば、




分のれんは、計上すべ きではない とい うもの もある。このようにいわれているものの、親
会社説の本質 と考 えられる親会社にとっての利益計算の観点か らは、親会社(支 配持 分)
にとっての利益計算に影響 しない限りにおいて、非支配持分の測定について待定の含意 は




社 〔支配持分)に とっての利益計算に影響 しないために必要 な支配持分 と非支配持分の区






配持分の測定の変遷を述べ る。第3節 では、親会社にとっての利益計算 と非支配持分の公
正価値測定 との関係について議論する。それを受 けて、第9節 では、非支配持分の公正価
















定す る方法である。第3の 方法とは異なるのは、のれんについて、必ず しも持分比率に基
づいて測定 され るわけではないことである。第5は 、IASB/2006a)によって提案されて い
るような、非支配持分の公正価値 を直接的に測定する方法である。これ ら第3か ら第5の
方法は、支配持分だけではなく非支配持分のれんをも認識するという点で、全部のれん方
式 と一般的に呼ばれるものである。 また,本 稿では、被取得企業全体の公正価値、および












分離 して認識されない資産か ら生 じる将来の経済的便益」、すなわち 「識別 されない資産」
という残余であるために、(1>過払いまたは過小払いならびに ② 取得資産および引受負
債の公正価値 と公正価値測定 に対する例外が設けられ た資産および負債の記録 される取得
日の金額との(観 察不能な)差額を吸収 している。IASB(2006a)によれば、 このようにの
れんが独立 に定義 された り測定 されたりしないとい う事実は、情報のレ リバ ンスを評価す
ることを困難にしているという。 したがって、のれんのすべてまたは一部を認識す るか ど
うか、全部のれん方式か部分のれん方式かを議論す ることには、問題があるとしている。
後者については、次の ような議論が行われている。企業結合 公開草案では、のれんは、
資産であり、かつその他の資産の ように支配が獲得 されるときに認識 されるべ きであるも
のの、支配持分と非支配持分 とに配分 されないその他の資産 と異な り、のれんの減損テス
トを行うという目的のためだけに全部のれん方式のもとで支配持分と非支配持分 とに配分
されることが提案 された。 しかし、IASB(2006a)では、当該理由は、容易に理解 されない
こともあり、全部のれん方式に関す る混乱を増幅 して しまったであろうことが指摘 されて
いる、
これ らの問題があるために、両審議会 は、代わ りに議論の焦点が非支配持分の測定に当
て られるべ きであることに合意 した(IASB2006b)。IASB(2006a)によれば、焦点の変更
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によって、企業結合における非支配持分の測定に関す る最 もレリバ ン トで意思決定有用な
基礎 を識別することができ、非支配持分の情報内容は、非支配持分が直接測定 される場合、




前述の とおり、非支配持分の測定 については、企業結合公開草案による提案 およびIASB
(2006a)による公正価値測定の提案 とは異な り、現在、FASBは公正価値 による測定のみ、




図 されていた部分取得 をioo%取得と同 じように会計処理すべきという当初の目的の1つ を
達成 できないことになる。 このことは、【ASBがもはや全部のれん方式にそれほど固執 しな
























する。なお、非支配持分の測定 については、資産の定義などの非支配持分 をオ ンパ ランス
するための他の制約もあるが、本稿では、親会社にとっての利益計算の観点のみを取 り扱 う。
本節では、親会社にとっての利益計算 と非支配持分の測定との関係 を議論 し、支配持分






しか しなが ら、親会社説の本質が親会社 にとっての利益計算にあるとすれば、む しろ親
会社説は、非支配持分のれんを含む非支配持分の測定については、特定の結論を導 くもの
ではないと考 えられる ㈹。 さらにいえば、親会社にとっての利益計算の観点からは、親会




否定 されない。 もちろん、非支配持分について全 く認識測定 を行わないとい う比例連結 も
否定されない。なお、 このよ うな考 え方は、高須(1997)によって示 されているもの と同
様 である。
したがって、非支配持分の公正価値測定により、のれんの非支配持分部分を明確 にでき
る限 りにおいては、全部のれんを認識 しても、親会社にとっての利益計算は変 わらないよ
うに考 えられる。例 えば、非支配持分のれんの減損時の減損損失は、連結損益計算書に関
係す るが、非文配持分損益に振 り替 えられたうえで、連結純利益を計算するために控除 さ
れ るので、親会社にとっての利益計算に影響を与 えない。なお、このとき、非支配持分の







という観点から、パーゲンパーチェス、事後的な支配持分の取得 または売却 〔1!:1、ならび に
のれんの減損(127を検討することができよう。これ らの うち、本稿では、第4節 でバーゲン
パーチェスを取 り扱っている。




損益計算書において、ボ トムラインで親会社の普通株主 に帰属す る連結純利益を開示 し、
また補足情報において、支配持分(親 会社)に 帰属す る税引後の継続事業による損益、お




われる。上述の親会社にとっての利益計算 と非支配持分の測定 との無関連性は、この こと
と矛盾 しているようにもみ られる、そこで、本項では、非支配持分のれんが自己創設 のれ






定について部分時価評価法および全面時価評価法が適用 され る場合、非支配持分の識別 可
能純資産がその市場価額以下で測定 されることとなるため、主観のれんおよび客観のれん
のいずれののれんも計上 されない。
一方、非支配持分全体の測定値か ら非支配持分の識別可能純資産の測定値 を控除 した残
余 として測定 され る非支配持分のれんは、非支配持分全体が市場価額以下で測定 され、か









う批判もで きよう、 しか しながら、自己創設のれんを計上すべ きではないという根拠は、
親会社にとっての利益計算を行 ううえで将来の利益 を先取 りしてはならないためである と
いうことと思われる。このことに鑑みれば、非支配持分のれん、すなわち非支配持分の 自
己創設のれんは、親会社にとっての利益計算に影響 しない隈 りにおいて、そのオンバ ラン
スが否定 されないと考えられる。
なお、親会社にとっての利益計算の観点か らは、企業結合において、非支配持分につ い
て客観のれんのみならず主観のれんの計Fも 否定は されないとす ると、非支配持分につ い
てのれんが計上され ることとの整合性 を根拠として、支配持分についても、主観のれん を
計上すべきであるという主張がなされ る懸念がある。 さらには、企業結合以外においても、






の測定について持定の結論が導かれず、親会社の利益計算に影響 しない限 りにおいては ど
の測定方法も否定 されないということ、および重要なのは支配持分 と非支配持分の区分で
あることを論 じた。 しか し、以下でとりあげるバ ーゲンパーチェスは、非支配持分 を公正







資産および引 き受けた負債に配分 された純額 が被取得企業の取得原価を超過する」企業結
合(FASB2001,44項)、および 「識別可能資産ならびに負債および偶発負債の正味の公正
価値 に対 す る取得 企業の持分相 当額 が企業 結合の原 価 を超過 す る」企 業結合 をい う
(IASB20(14.56項)。これ らの定義 を比較す ると、企業結合 公開草案における定義におけ
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る取得企業の持分の公正価値 は、必ず しも現行基準の定義における識別可能純資産 の支配
持分と等 しいとは限 らないように思われるが、企業結合公開草案の適用指針では、両 者が
等 しいことが想定 されている(FASB2005b,A67-70項)。したがって、本稿で も、現行基
準の定義 と整合的な、取得企業の持分の公正価値が識別可能純資産の支配持分 と等 しい場
合のみを考えることとし、取得企業の持分の公正価値の測定方法については検討 しないこ
ととする。
バーゲ ンパーチェスの定義に含 まれ る当該超過頷の処理については、【FRS3号の結論の
根拠では、次のような3つ の方法があげられている(IASB2004,BC150項)。すなわち、
①被取得企業の識別可能純資産の一部に割 り当てられている価値の減少と して認識す る方
法(例 えば、被取得企業の識別可能資産 に容易に観察可能な市場価額がない場合、 その資
産 に割 り当てられる価値を比例的に引 き下げる)、②分離 して負債 として認識す る方法、③




3号お よび企業結合公開草案では負ののれんとい う名称 は用いられていない,以 下で は、
IASBの企業結合公開草案の再審議における議論をもとに当該超過額に焦点を当て るため
に、これらの当該超過額の性質については検討することな しに、バ ーゲンパ ーチェスにお
ける当該超過額を③の方法に基づいてバ ーゲンパーチェス利得(以 下、単に利得 とい うこ
ともある〕ということとする。
本節では.非 支配持分のれんとバ ーゲ.ンパーチヱス利得が同時に生 じるような企業結合





ーチェスの会計処理に関する3つ の代替案が示 されている。以下では、この3つ の代替案










合 には、非支配持分のれんが生 じ、非支配持分の公正価値 と識別可能純資産の非支配持分
とが等 しい場合には、非支配持分のれんも非支配持分に帰属 するパーゲンパ ーチェス利得
も生じず、また非支配持分の公正価値が識別可能純資産の非支配持分より小 さい場合 には、
非支配持分に帰属するバーゲンパーチェス利得が生 じると考えられる。以下では、第iの
非支配持分のれんが生 じるケースのみ を取 り上げる。
代替案1:非 支配持分 を公正価値で測定 し、残余としてのれんまたはバーゲンパーチェス
利得 を計算する。(1)譲渡対価 と非支配持分の公正価値の合計と(2)取得 された識別可能
純資産の認識される金額を控除 したもの を比較 して、(1)が(2)よりも大 きい場合、当該
超過額は、のれんとして認識 される。(2)が(1)よりも大きい場合、当該超過額 は、取得
企業に帰属するバーゲンパーチ ェス利得 として認識 される。代替案1を バ ーゲ ンパ ーチェ
ス利得などについて図に示せば、図表1の とおりである。なお、図表1な い し図表3に お

















代替案2;非 支配持分を識別可能純資産に持分比率 を乗 じて測定する。取得企業に帰属す
るバーゲンパーチェス利得は、(1)識別可能純資産の認識 される金額における取得企業の















公正価値か ら識別可能純資産における非支配持分に持分比率を乗 じたもの を控除 して測定
















設例:取 得企業 は、被取得企業における80%持分を取得することとする.被 取得企業に
おける識別可能純資産の公正価値 はCU200、20%持分 を有する非支配持分の公正価値は
CU45であるとす る。取得企業が80%持分に支払 う対価 が、CU152の場合 をケースA,
CU159の場合 をケースB、 またCUI60の場合 をケースCと す る。このとき、バーゲンパ
ーチェスは、被取得企業の識別可能純資産における取得企業の持分の公正価値(CU200x
80%冨CU160)が、当該持分のために譲渡 される対価の公正価値 を上回る状況において存
















〔借)識 別 可 能 純 資 産200(貸)非 支 配 持 分45
非 支 配 持 分 の れ ん5対 価152
利 得8




(借)識 別 可 能 純 資 産200(貸}非 支 配 持 分45
非 支 配 持 分 の れ ん4対 価159
代替案2(単 位=CU)




(借)識 別 可 能 純 資 産200(貸)非 支 配 持 分45





あ る。 なお、斜 体 になってい る金額 は、IASB(2007d)に示 されてい るの と同様 、注 目すべ
き ところを表 して いる、
代替案i.代 替案2、および代替案3(仕 訳はすべて同 じ)
(借)識 別 可 能 純 資 産200(貸)非













第1に 、代替案1お よび代替案3の もとでは、非支配持分は公正価値で測定 され ること
になり、ケースA、 ケースB,お よびケースCの いずれにおいても,非支配持分は45で測
定 され る。一方、代替案2の もとでは、識別可能純資産 に持分比率 を乗 じて非支配持分を
測定することになり,ケースAお よびケースBに おいては、非支配持分は40で測定 され る。
なお.バ ーゲンパーチェスではないケー.スCにおいては、非支配持分は公正価値の45で測
定 される。 したがって、代替案2の もとでは、のれんは、バーゲンパ ーチェスとなった途
端に、45から40に非連続的に飛ぶ ことになる。IASB(20〔na)では、のれんについて非連
続的な測定が行われるこのような状況を 「ジャンプ」と呼んでいる。
第2に 、代替案2お よび代替案3の もとでは、支配持分に帰属する利得が同 じにな り、
ケースAに おいては、利得は8で 測定 され、ケースBに おいては、利得は1で 測定 され る。
一方、代替案1の もとでは、支配持分に帰属する利得が小 さくなり、ケースAに おいては、
利得が3で 測定 され、ケースBに おいては、利得が認識されないこととなる。なお、バー
ゲ ンパーチェスではないケースCに おいては、利得は生 じない。
第3に 、代替案3の もとでは、非支配持分に帰属するのれんの全額 を認識測定す ること
になり、のれんとバーゲンパーチェス利得 を同時に認識することになる。ケースAに おい
ては、のれんが5で 測定 され、かつ利得が8で 測定 され、 また、ケースBに おいては、の
れんが5で 測定 され、かつ利得が1で 測定 される。一h.代 替案1お よび代替案2の もと
では、のれんとバーゲンパーチェス利得 の同時認識は、非支配持分に帰属す るのれんが減
額 されるために,生 じない。なお、バーゲンパ ーチェスではないケースCに おいては、利
得は生 じないため、のれんと利得 を同時に認識す ることはない。
なお、これらの3つ の代替案のほか、非支配持分のれんを計上するだけではな く、支配
持分のれん も仮想的に計上 して、利得 をより大 きくすることも考 えられ うる。 この場合、
バーゲ ンパ ーチェスで受け入れた事業(の 持分)は 売却することができるために、支配持





う点では共通であるために、非支配持分 と同様 に支配持分のれん も計上できそうであるよ
うにもみ られる。 しかしながら、第3節 で述べたように、親会社にとっての利益計算の観
点か らは、親会社にとっての自己創設のれんは計上することが禁止 されていると解釈 され
るので、バーゲンパ ーチェスにおいて支配持分のれんは計上す ることがで きないと考 えら
れる。 したがって、3つのいずれの代替案においても支配持分のれんが計上 されていない こ
とは、この親会社にとっての自己創設のれん計上の禁止ということと整合的である。
4、2支配持分 と非支配持分の混同 とその解決案
第3節 で検討 したように、親会社にとっての利益計算 を適切に行 うためには、支配持分
と非支配持分の区分が重要である。 したが って、バ ーゲンパーチ ェスにおいても、本来非
支配持分であるものを支配持分とした り、支配持分であるものを非支配持分とした りす る
支配持分と非支配持分の混同は避けなければならない。 このような支配持分と非支配持 分
の混同が生 じていると考えられるのは、代替案1で ある。とい うの も、代替案1で は、支
配持分に帰属するバーゲンパーチェス利得が非支配持分に帰属するのれんによって相殺 さ
れることによって、支配持分に帰属する利益が非支配持分のれんの分だけ小 さくなって し
まうためである。非支配持分のれんだけ小 さくなった部分が親会社に とっての利益計算 に
含まれないという問題は、支配持分または非支配持分が清算 されるまで解消 されない。
現在、IASB(2007flによれば、IASBは、バーゲンパーチ ェスの会計処理 について代替
案1を 暫定的に決定 している。バーゲンパ ーチェスの存在によって.非 支配持分に用い ら
れる測定属性 を変更すべきではなく、取得企業 は、バーゲ ンパーチェスのないときに非支
配持分 を測定する方法 と整合的に、パーゲンパ ーチェスにおいて非支配持分 を測定すべ き
であるためであるとされている。 しか し、 この支配持分 と非支配持分の混同の問題は、全
部のれん方式 を採用 したときに適用の局面で生 じる同題であり、非支配持分の測定を公正
価値にすることで解決す る問題ではない。
バーゲンパーチェスにおける支配持分と非支配持分の混同 という問題の解決案の第1は 、
バ ーゲンパ ーチェス時のみに特定の指針 を置かないことである。二の場合、バ ーゲンパ ー
チェスの会計処理の規準 となるのは、バーゲンパ ーチェス以外の企業結合 との整合性であ
ろう。具体的にいえば、バーゲンパーチェス以外の企業結合 において非支配持分を識別可
能純 資産の持分比率 として測定す ることを要求す るのであれば、バーゲンパーチェスにお
ける非支配持分の測定 について代替案2を 採用す ることが整合的である0一 方、バ ーゲン
パ ーチェス以外の企業結合において非支配持分 を公正価値で測定することを容認す るので
あれば、公正価値測定ができる場合、パ ーゲンパ ーチェスにおける非支配持分の測定につ




の測定について代替案2を 採用することが整合的である。 もちろん、IFRS3号で採用 され
ている全面時価評価法は、当該方法の もとでは非支配持分のれんが認識測定 されないため、
混同問題 を回避 しうる方法の1つ であろう。
解決案の第2は 、測定だけではな く、バーグンバーチェスの定義その ものを改訂す るこ
とである。代替案1は 、非支配持分のれんの分だけパーゲンパーチ ェス利得を小 さくする
ことによって、対価か ら識別可能純 資産を引いたものが負にな る状況 をいうバーグンパ ー
チェスの定義と矛盾することになるように思われる。 しか し、資産の定義に沿って将来の
経済的便益 を測定するといったように、定義 に沿 って測定することは、必ず しも行われて
いない し、バーグンパーチェスの定義 とバーゲ ンパーチェス利得の測定は、別 と考 えるこ
ともできる.こ のように考えると、 そもそもバーyン パーチェスの定義がバーゲ ンパ ーチ
ェス利得の測定方法を参照 して規定 されていることに問題があるかもしれない。





によって提案 されている非支配持分の公正価値測定 を含む非支配持 分の測定について、特
定の示唆が与えられないと考 えられたf.6。したがって、少 なくとも親会社にとっての利益
計算か らは.現 在行われているよ うな識別可能純資産の非支配持分のオ ンバランスだけで
はなく、非支配持分にとっての自己創設のれんの計Fも 否定 されないと考えられた(17)。
むしろ、親会社にとっての利益計算F不 可欠であると考えられ るのは、支配持分(親 会社)
と非支配持分の区分を明確に行 うことである。 このような親会社にとっての利益計算か ら
導かれる支配持分と非支配持分の区分に鑑みて、バーrン パーチ ェスという特殊な企業結
合におけるのれんと非支配持分の会計処理方法 を分析 した。バ ーゲ ンパーチェスにおいて
も、支配持分と非支配持分の区分が明確に行われれば、他の企業結合 と同様、非支配持分
の測定方法は、親会社にとっての利益計算の観点か らはどの方法 も否定 されず、もちろん
IASBが検討 している非支配持分の識別 可能純資産の持分比率での持分の測定 または公正価
値での測定のいずれ も許容 されうる。 しか しながら、IASB(2007f)の暫定的決定のように、
支配持分 と非支配持分 との混同が行われれば、適正な親会社にとっての利益計算は行われ
ないことになる。全部のれん方式が採用 されることを前提 とす る限 り、IASB(2007f)は、






の検討を行 うことがあげ られよう。 また、本稿では、非支配持分のれんが支配持分 に帰属
するバーゲンパーチSス 利得 を小 さくするという支配持分と非支配持分の混同 を示す うえ
で多くの前提を置いているため、それ らの前提が妥当であるかを検討する必要もあろう。
*2007年8月28日に開催 された第9回 全国大学院生簿記会計研究報告会において、 コメン
テーターである慶慮義塾大学の黒川行治教授から本稿の内容に関す る貴重なコメン トをい
ただいた。ここに厚 く御礼申 し上げる次第である。なお、本稿の誤謬 はすべて筆老に帰 す
るものである。
1注 】
〔1)FASBおよ びIASBは、純 資産 ま たは 持 分の 購 人 以 外 に企 業 結 合 の定 義 を拡 大 し、 企 業結 合 は購 入 が な
くて も生 じう る ため に 、 企業 結 合 会 計 の 方法 を記 述 す るの に以 前用 い られ て い たパ ー チ ェス 法 とい う
用 語 を、 取 得 法 とい う用語 に置 き換 え た と い う(FASB2005,B31項)。したが って 、 この取 得 法 は 、
旧 来 の買 収 法 と区 別 され る必 要 が あ ろ う(醍 醐2007,16)。
(2)Maonitz(195])や黒 川(1998)で指摘 され て い るよ う に、 少 数株 主持 分(minoriTyinteres[slでは な
く非 支 配持 分(noncontr・oilinginterest)と呼 ぶ の は 、子 会 杜 を 決定 す る う えで 持 株基 準 で は な く支 配
力 基 準 を採 用 して い る こ と と整 合 的 で あ る。 た だ し、最 近 で も、梅 原(2006>および 上 田(2007)の
よ う に、慣 例 に 従 っ て、 少 数株 主 持 分 とい う名 称 を 用 いて い る もの も少 な くな い 。
(3)本 稿 で は、被 取得 企 業 と呼 ぶ こ と とす るが 、企業 結 合 公 開 草案 にお い て は.企業(し11U竃y〕だ けで は な く、
事 業(business)を含 ん だ 被取 得 事 業lacquiree)とい う用 語 が用 い られ て い る.こ の 両 者の ギ ャ ップ
か ら生 じう る差 異 につ い て は,こ こで は検 討 しな い。
(4)こ こで い う識 別可 能 純 資産 とは.一 部 の 資産 お よび 負 債 につ い て は 公 正価 値 で は測 定 され な い とい う
例 外 は あ る もの の 、 原則 と して 、企 業 結 合 にお け る被 取 得 企業 の取 得 資 産 の 公 正 価 値 か ら引 受 負 債 の
公 正価 値 を控 除 した 金額 を 指 す もの とす る。 た だ し、 本 稿 で は 、 のれ ん 、 非 支 配 持 分 、 お よ び パ ー ゲ
ンパ ー チ ェ ス利 得 に 焦点 を 当 て る た め に、 識 別.可能 純 資 産 の個 別 の測 定 方 法 を検 討 せ ず 、 識 別 可 能純
資産 の金 額 を所 与 の もの と して 議論 す る こ と とす る。
(5)当 該 コ メ ン トレタ ーの分 析 を行 って い る山 内(2007)によれ ば、 全 部の れ ん の 認識 につ い て.約35通
の 賛 成 意 見 に対 し、 反対 意 見 は100通以 上で あ っ た と い う(山 内2007,90)。コ メ ン トレタ ー の 要約
につ い て は.FASB(200fia)参照 。Pf:.コ メ ン トレ タ ー以外 の 全部 の れ ん の認 識 測 定 へ の 反対 意 見
を あげ れ ば 、例 え ば、 よ り大 き な考 え方 か ら、辻 山(20(w)では 、投 卜資 本 の回 収 計 算 が 利 益 計 算の
本 質 で あ る こ とに鑑 み て 、 また 勝 尾(zoos)では.財 務 報 告 の 日的 に照 ら して、 非 支 配 持 分 の れ んの
計 上 を禁 止 す べ しと指摘 され て い る。
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